
第２期岡崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略（未来投資計画） 事業一覧表 【変更点記載】

東岡崎駅周辺地区整備
誰もが使いやすいにぎ
わいの交流拠点として

の２期整備推進

東岡崎駅前広場
（トイレ・喫煙所）の

整備実施
実施 〇

鉄道事業者と
工事実施協定締結

本宿駅周辺基盤整備
アウトレットモールを核
とした東部地域のまち

づくり推進

民間事業者による
用地取得の支援

達成 〇
民間事業者による

骨格道路整備着手の支援

地震対策推進
地震対策の公共インフ
ラ耐震化や市民・民間事
業者による対策促進

大規模盛土造成地の
変動予測調査における
現地踏査162箇所

162箇所 〇

地球温暖化対策の推進
ゼロカーボンシテイの実
現に向けた、脱炭素事

業の推進

環境省「脱炭素先行地域」
への選定

令和４年11月選
定

○
スマートライティング

計画策定

農業畜産業収益性向上
６次産業化や集約化な
どによる農業の収益性

向上

岡崎おうはん地鶏（肉・
卵）

の新商品開発数10件
11件 ○

岩津地域活動拠点整備
既存施設を統廃合し、岩
津地域の地域活動拠点

施設を整備

埋蔵文化財発掘調査の
完了及び交差点改良工事

着手

交差点改良工事
10月着手

○

達成見込み
令和５（2023）年度KPI

（案）
分類 成果指標 取組の柱 主な事業 事業概要 令和４（2022）年度KPI

活躍支援体制構
築

中山間地域投資誘導
中山間地域における投
資誘導に向けた担い手
獲得・関係人口獲得

各土地区画整理推進
住宅需要に対応する各
区画整理事業の推進

拠点をつなぐ
ネットワーク構

築

拠点鉄道駅整備
鉄道駅のバリアフリー
化・駅周辺環境を整備

新たな交通システム導入
地域の実情に応じた移
動手段の確保策の導入

道路ネットワーク整備

まち

◆市内着工建築物工事費
過去10年平均779億円
今後５年間で５％増加

◇交通利便性の高いまち
2020年スコア4.4
５年後到達スコア5.2

中心部民間投資
誘導

QURUWA戦略推進
乙川リバーフロント地区
における民間投資の誘

導促進

各土地区画整理推進
住宅需要に対応する各
区画整理事業の推進

周辺部・山間部
民間投資誘導

阿知和地区基盤整備
工業団地造成に伴うス
マートインター等の基盤

整備

都市計画道路等、道路
ネットワークの整備

都市の強靭化

雨水対策推進
雨水対策の公共整備促
進や市民・民間事業者に

よる対策促進

持続可能な循環
型社会の構築

〇

南アクセス道路
橋梁下部工事（左岸側）

完了
未完成 ×

民間事業者による
公共空間活用回数493

回

令和５年12月末
時点で426回

〇
民間事業者による

公共空間活用日数365
日

岡崎駅南土地区画
整理事業施行地区

新規住宅着工件数８件

浸水常襲地区の
監視体制強化14地区

実施 ○
六名雨水ポンプ場

整備完了

〇実施

北アクセス道路
橋梁下部工事完了

矢作川右岸南北道路整備
延長100ｍ

607m 〇
（都）若松線アンダーパス

仮設工事着手

移住相談者数５件〇5人
農林業体験イベントを
通じて移住相談へ
つながった人数５人

補助を活用した高齢者パ
ス販売件数1,８00件

〇
1,366件（2月
実施分を含めず）

高齢者パス利用件数
1,500件

西岡崎駅北口便所改修実
施

西岡崎駅南口便所改修及
び駅前広場整備の実施

新規住宅着工件数８件
（対象：岡崎駅南土地区画

整理地区）
８件

重層的支援体制整備
地域共生社会実現に向
けた支援体制の整備

若者相談窓口拡充
（子ども・若者サポート

センター開設）

令和４年10月
子ども・若者総合
相談センター開設

○
令和５年度子ども・若者

総合相談センター
相談件数2,000件
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達成見込み
令和５（2023）年度KPI

（案）
分類 成果指標 取組の柱 主な事業 事業概要 令和４（2022）年度KPI

屋内遊戯施設整備
子どもが天気や季節に
左右されず安全に遊べ
る遊具や広場の整備

南公園再整備事業事業者
公募及び選定

子育て情報発信強化
子育て支援サービスの

情報発信力強化
すくすくメール配信件数

100件増

すくすくLINE
配信件数
150件増

○

子育て課題解決
子育て世帯が抱える課

題の把握・解決

セミナーにおける「家事・育児に
積極的に取り組むようになった

受講者の割合」90％

子育て課題の抽出件数 5件

若年・子育て世帯への移住
支援

新婚世帯に対する「住居
費」の補助

結婚新生活支援事業に
関するアンケートにおけ
る「地域に応援されてい
ると感じた世帯の割合」

80%

83.3% ○ 補助金交付件数4件

ダイバーシティ教育推進
子どもの特性・多様性を
認め、伸ばしていく教育

の推進

校内フリースクール14校
実施

14校 〇
全中学校で

校内フリースクール実施

スマートウエルネスシティ
推進

健康づくりとまちづくり
を融合して行う事業の

推進

ウォーキングアプリ累計
登録者数9,000人

9,500人 〇

「クアの道」（クアオルト健康
ウォーキングコース）活用状況

25回

ウォーキングアプリ アク
ティブユーザー数4,200人

阿知和地区工業団地造成
阿知和地区にて新規工

業団地を造成
設計図の作成、

埋蔵文化財発掘調査完了

未達成
（設計図作成が

未完了）
× 工業団地造成着手

産業立地誘導地区開発推
進

工業団地造成事業で対
応できない立地希望企
業誘致・市内企業留置

新規工場立地件数１件 1件 〇
産業立地誘導地区内
新規工場立地件数１件

「どうする家康」活用推進
大河ドラマ関連誘客効
果の最大化とリスク最

小化

岡崎城改修、
大河ドラマ館開設

ドラマ館来館者数
110,000人

（令和５年１月～３
月）

〇

大河ドラマ館来館者数
合計700,000人

（令和5年度：590,000
人）

ナイトタイムエコノミー推進
夜間観光消費額の拡大
に向けたまちの魅力創

出

ナイトマーケット年間売上
金額と体験型観光コンテ
ンツ年間売上金額の計

5,000千円

73,500千円
（ナイトマーケッ

ト）
０円

（観光コンテンツ）

〇

共創イノベーション推進
スタートアップ・エコシス

テムの構築を推進
提案を受ける

共創アイディア件数2件
５件 〇

提案を受ける
共創アイディア件数5件

社会人の学び直し環境整
備

市の特性を活かした新
しい時代の働き方を推

進

ワーケーション試行
参加者数10人

24人 〇 UIJターン移住者１世帯

民間事業者連携
体制構築

公民連携課題整理・創出
社会課題解決のための
公民連携プラットフォー

ム運営

テーマ型提案事業の
採用件数３件

３件 〇
SDGs公民連携

プラットフォームの
参加者数10者

社会課題対応のための
エビデンスデータ集約

市民と意見交換をする
手法の構築

デジタル地域社会推進
デジタル化・スマート化
推進を通じた他自治体

との連携推進

スマート自治体の
国モデル事業採択件数３

件
４件 ○

スマート自治体の
国モデル事業採択件数３

件

広域防災推進
災害予測シミュレーショ
ン結果共有等で周辺自
治体との連携推進

災害時シミュレーションの
実施

実施 〇
災害時シミュレーション

結果の活用

広域山村振興
山村振興を通じた他自
治体との連携推進

連携イベント開催回数１回 1回 〇

ひと

◆社会増減
過去10年平均317人転入超

過
今後５年平均330人転入超

過
◇住みやすいまち
2020年スコア6.1
５年後到達スコア6.3
◆合計特殊出生率
過去５年平均1.65
今後５年平均1.67

◇子育てしやすいまち
2020年スコア5.5
５年後到達スコア6.0

子育て環境整備

保育定員拡充
保育園新設や私立幼稚
園の認定こども園化で

保育定員拡充

放課後児童の居場所拡充
育成センター増設や児
童クラブ支援で留守家
庭児童の居場所拡充

多様な活躍の基
礎充実

新しい時代の教育環境整
備

今後の多様な学びに対
応できる教育環境の整

備

康生地区内における
未利用不動産の活用

パート
ナーシッ

プ

◆プラットフォーム課題数
年平均３件

◇市政総合満足度
2020年スコア5.5
５年後到達スコア6.0

市⺠意見集約体
制構築

市⺠意見交換手法構築

他自治体連携推
進

しごと

◆製造品出荷額等
2019年 2兆5,572億円
今後５年間で５％増加
◆小売業商品販売額
2016年 4,212億円
今後５年間で５％増加
◇商工業が盛んなまち
2020年スコア 5.1
５年後到達スコア 5.8

ものづくり産業
集積

商業・コンテンツ
の集積

スポーツツーリズム推進
大規模誘客イベントを誘
致・開催し、誘客と裾野

を拡大

観光おもてなし推進
観光客受け入れ環境の
整備や観光おもてなし

人材養成の推進

産業人材・技術
の集積

創業・多様な働き方支援

〇
誘客スポーツイベント

開催件数５件

令和５年度定員
63人増加

令和５年度定員
２２５人増加

〇
令和６年度定員

４６人増加

支援対象児童クラブ１
クラブ増加

利用定員の増加
46名

×
児童クラブ

１施設整備完了

意見交換の実施 ２件 2件 ○ 将来人口推計の実施

民間体験型観光コンテン
ツ

開発件数３件
３件 〇

モニターツアー
実施件数１件

康生地区における
新規出店件数 10件

17件 〇
康生地区における
新規出店件数12件

水泳モデル授業
（民間スイミングスクー

ル）
４校実施

４校 〇
全小学校で

1年生の32人学級導入

誘客スポーツイベント
開催件数４件

4件
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１．戦略の策定にあたって

（１）国の動向

国が 2015 年度に開始した地⽅創⽣政策「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の

第 1期５年間が終了し、2019 年 12月には「第２期 まち・ひと・しごと創生総合

戦略」が策定された。第２期では、基本⽬標については、図１-⑴-1 のとおり横断的

な⽬標の追加、基本⽬標の⾒直し、多様なアプローチの推進が盛り込まれた。

図 1-⑴-1 国の第２期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略より抜粋

また、2020 年 12 月には、時代の変化を捉えた新しい地方創生の実現に向けた今

後の政策の方向性を提示し、感染症による意識・⾏動変容を踏まえた地⽅へのひと・

しごとの流れの創出や、各地域の特色を踏まえた自主的・主体的な取組の促進を掲げ

た。

（２）愛知県の動向

愛知県は、2020年３⽉に「第２期 愛知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」

を策定した。第２期では「日本一元気で、すべての人が輝く、住みやすい愛知」を
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目指して、東京一極集中にストップをかけ、日本の発展をリードしていけるよう、

地⽅創⽣に全⼒を尽くすものとされている。また、図１-⑵-１のとおり基本⽬標を

定めている。

図１-⑵-1 「第２期 愛知県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の概要から抜粋

（３）岡崎市の状況

① 第７次岡崎市総合計画

第６次岡崎市総合計画の計画期間は 2009 年度から 2020 年度、第７次岡崎

市総合計画は 2021 年からの計画としている。第７次総合計画の計画体系は、

図 1-⑶-1 のとおり総合政策指針と未来投資計画により構成される。 

総合政策指針は、総合計画の基本的な方向性を示すもので、本市のあるべき

「将来都市像」、その実現のための「基本指針」と「分野別指針」からなる政

策指針、都市構造の概要を表す「グランドデザイン」により構成するものとし

ている。

未来投資計画は、「分野別の主な取組」と「未来投資パッケージ」によって

構成されている。「分野別の主な取組」では、総合政策指針における分野別指

針について分野ごとに主な取組を記載している。なお、10の分野別指針は大

きく分けて「まち・環境」「ひと・社会」「しごと・経済」「⾏政運営・パート
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ナーシップ」の４つにグループ化して整理している。「未来投資パッケージ」

では、「分野別の主な取組」を踏まえ、将来都市像の実現に資する推進事業を

パッケージとして構築し、⽬標設定・進捗管理を⾏う。

未来投資計画の計画期間は 10 年間で、中間年に⾒直しを⾏うが、パッケー

ジの推進事業内訳は社会経済情勢の変化を踏まえて随時変更していくこととし

ている。

図 1-⑶-1 第７次岡崎市総合計画 体系図

② 未来投資パッケージと第２期岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

総合計画の総合政策指針では、人口ピークの上昇・先送りに主眼をおきつ

つ、自治体 SDGｓ推進を意図して環境、社会、経済、パートナーシップのそれ

ぞれで分野別指針を定めてきた。

また、総合政策指針に基づき、未来投資計画における未来投資パッケージ

は、総合政策指針や前述の国県動向を整理し、以下の点についても議論を深め

作成してきた。

・国の基本目標１ しごとづくり・稼ぐ地域
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本市は、歴史的に広域拠点の役割を果たしてきたが、現在では製造業と

その暮らしを支える３次産業に強みがあり、これらについてさらなる集

積と活躍人材の確保が重要である点。

・国の基本目標２ ひとのながれ

本市は、活発な社会移動のなかで転⼊超過傾向ではあるが、経済不況

の際は転出超過傾向になる。３世代同居・近居率が⾼い本市にあって、

これをさらに高めていくとともに、特に山間部や中心部において関係人

口構築を図っていくことが重要である点。

・国の基本目標３ 結婚・出産・子育て

３世代同居・近居率は合計特殊出⽣率と⾼い相関関係にあり、安⼼して

結婚・出産・子育てできる環境についての検討は、これに着目する必要

がある点。

・国の基本目標４ 魅⼒的な地域づくり

暮らしの質を⾼めつつ強靭化を図る公共投資にとどまらず、⺠間投資を

積極的に誘導することにより、⼈の流れがさらなる⼈の流れを、投資が

さらなる投資を生む好循環の構築が重要となってくる点。

・国の横断的な目標１ 多様な人材の活躍

新たな技術革新や目まぐるしい社会変化が起こる中で、教育や健康など

活躍の基礎を整えるとともに、多様な人材の活躍が地域課題の解決につ

ながっていく地域共生社会の構築が重要である点。

・国の横断的な目標２ 新しい時代の流れを⼒に

だれひとり取り残さない好循環の構築を目指して SDGｓ未来都市の認

定を受け、またスマートシティモデル事業の認定を受けている。今後、

その他社会変化があった場合も、柔軟かつ積極的に⽴ち向かう対応⼒を

培うことが重要となってくる点。

これらの議論を経て作成された総合計画の未来投資パッケージは、図 1-⑶-2

のとおり、地⽅版のまち・ひと・しごと創⽣総合戦略と同等の内容を具備して

いる。
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図 1-⑶-2 総合計画における未来投資パッケージ

以上から、本市が策定する第２期まち・ひと・しごと創⽣総合戦略では、総合

計画と重複する⼈⼝や地域特性データ整理は省略し、未来投資パッケージと連動

する基本目標の設定から記載するものとする。
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２．第２期岡崎市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略

（１）４つの基本目標と基本的方向

• 基本的⽅向① 公共投資だけではなく⺠間投資を合わせて誘導する

ことで、新たな都市課題に対応した多世代・多機能な骨太の集約連

携型都市を実現し、市⺠の暮らしの質の向上を図る。

基本目標① 未来のまちづくり

• 基本的⽅向② すべての市⺠が活躍できるよう、町内会組織による

地域課題解決の取組をはじめとする地域住⺠の活躍を⽀援しつつ、

より多様性を受容する社会へと変革し、多様な主体や個人が活躍で

きる地域共生社会の実現を図る。

基本目標② 未来のひとづくり

• 基本的⽅向③ 各産業の事業者の活動や進出を促進し、未来をけん

引する産業の育成・誘致を進め、市⺠が多様に活躍できる就労環境

の構築を図っていく。

基本目標③ 未来のしごとづくり

• 基本的⽅向④ 先進技術の活⽤などで都市経営のスマート化を進め

るとともに、幅広く⺠間事業者とパートナーシップを確⽴・強化し、

公⺠連携を誘発していくことで、市⺠・事業者・⾏政の連携による

まちづくり体制の構築を図る。

基本目標④ 未来のパートナーシップづくり
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（２）基本目標① 未来のまちづくり

A) 基本的方向

公共投資だけではなく⺠間投資を合わせて誘導することで、新たな都市課題に対

応した多世代・多機能な⾻太の集約連携型都市を実現し、市⺠の暮らしの質の向上を

図る。

B) 基本的方向を構成する要素

 暮らしを支える都市づくり

集約連携型都市の実現に向けて、「しごと」に引き寄せられて集まってきた「ひと」の

住宅需要に対応しつつ、暮らしの質を高める都市基盤が充実していく「まち」を目指し

ます。

 暮らしを守る強靭な都市づくり

市⺠を災害から守ることは、⽇本経済を⽀えるものづくり産業の強靭化に直結してい

ることを念頭に、周辺都市を含む公⺠連携や都市基盤の⽼朽化対策と連動して、災害に

強いまち・被災時もスピード感をもった復旧・復興ができるまちを⽬指します。

 持続可能な循環型の都市づくり

環境・経済・社会の課題を踏まえ、公⺠連携して複数課題の統合的な解決を図る地域

循環共生圏の枠組みの中で、排出CO2の削減、生物の多様性確保、健全な水循環、森林

資源や農地の保全・活用がなされる持続可能なまちを目指します。

C) 基本的⽅向に対する現状認識

 都市の成熟に伴い、公共投資による整備も一定の水準を達成しつつある。

 新たな都市課題が顕在化する一方で、新たな技術革新が急速に進展している。

 地方創生や SDGs 推進で公⺠連携の気運が高まりつつある。

 ニーズに合わせた積極的な住宅供給が必要とされている。

 脱炭素先⾏地域の認定を受け、ゼロカーボンシティ実現とこれに伴う地方創生

の動きが加速しつつある。

多世代・多機能

な骨太の

集約連携型都市

公共投資と

⺠間投資の

ベストミックス

【周辺部】
【中心部】

【山間部】
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2023 年度 KPI

中心部
⺠間投資誘導

東岡崎駅周辺地区整備
誰もが使いやすいにぎわいの交流
拠点としての２期整備推進

鉄道事業者と工事実施協定締結

QURUWA戦略推進
乙川リバーフロント地区における
⺠間投資の誘導促進

⺠間事業者による
公共空間活用日数365日

各土地区画整理推進
住宅需要に対応する各土地区画整
理事業の推進

岡崎駅南⼟地区画整理事業施⾏
地区 新規住宅着⼯件数８件

周辺部・山間部
⺠間投資誘導

阿知和地区基盤整備
工業団地造成に伴うスマートイン
ター等の基盤整備

北アクセス道路橋梁下部⼯事
完了

本宿駅周辺基盤整備
アウトレットモールを核とした東部
地域のまちづくり推進

⺠間事業者による
⾻格道路整備着⼿の⽀援

中山間地域投資誘導
中山間地域における投資誘導に向
けた担い手獲得・関係人口獲得

移住相談者数５件

拠点をつなぐ
ネットワーク

構築

拠点鉄道駅整備
鉄道駅のバリアフリー化・拠点鉄
道駅周辺環境を整備

⻄岡崎駅南⼝便所改修及び
駅前広場整備の実施

新たな交通システム導入
地域の実情に応じた移動手段の確
保策の導入

補助を活用した高齢者パス
利⽤件数 1,800 件

道路ネットワーク整備
都市計画道路等、道路ネットワー
クの整備

都市計画道路若松線
アンダーパス仮設工事着手

都市の強靭化
雨水対策推進

⾬⽔対策の公共整備促進や市⺠・
⺠間事業者による対策促進

六名⾬⽔ポンプ場整備完了

持続可能な
循環型社会の

構築

地球温暖化対策の推進
ゼロカーボンシティの実現に向け
た、脱炭素事業の推進

スマートライティング計画策定

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

市内着工建築物工事費
（建築統計年報）

過去 10年平均
779億円 今後５年間で５％増加

交通利便性の高いまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 4.4

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 5.2
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（３）基本目標② 未来のひとづくり

A) 基本的方向

すべての市⺠が活躍できるよう、町内会組織による地域課題解決の取組をはじめ

とする地域住⺠の活躍を⽀援しつつ、より多様性を受容する社会へと変⾰し、多様な

主体や個人が活躍できる地域共生社会を実現する。

B) 基本的方向を構成する要素

 多様な主体が協働・活躍できる社会づくり

⼈⼝構成変化や年代別⼈⼝偏在に起因する担い⼿不⾜に負けない町内会の持続的な活動を

新技術導入などにより支援しつつ、多様な主体が協働・活躍できる地域共生社会の実現によ

る安全安心なまちを目指します。

 健康で生きがいをもって活躍できる社会づくり

後期高齢者の急激な増加を迎える中にあっても、各主体が我が事として活躍する地域共生

社会の実現により保健・医療・福祉・地域が⼀体となって取り組むことで、誰もが⽣きがい

や役割を持って活躍できるまちを目指します。

 ⼥性や⼦どもがいきいきと輝ける社会づくり

３世代の同居・近居率の⾼さ、⻄三河製造業勤務世帯の多さなど、本市の特性を踏まえ、

子育て世代の就労をはじめとする社会での活躍を支援することで、安心して楽しみながら子

育てできるまち、子どもがのびのびと育つまちを目指します。

 誰もが学び活躍できる社会づくり

今後、⼤きな社会変化が起こった場合も、新たな価値や将来を創り出すために、市⺠が⾃

ら課題を⾒つけ、⾃ら学び、⾃ら考え、判断して⾏動し、それぞれに想い描く幸せや活躍を

実現できるまちを目指すとともに、学校教育・社会生活の中でおかざき愛が育まれていくま

ちを目指します。

地域共生社会の
実現

市⺠総活躍
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C) 基本的⽅向に対する現状認識

 500 を超える町内会組織や 20 か所の地域包括支援センターが、地域課題解決へ

の取組を⾏っている。

 ニーズに合った、多様な主体の活躍を支援する仕組みが必要とされている。

 活躍の基礎となる健康や教育の推進が必要とされている。

 新技術を活用しつつ多様性を受容する社会への変革が求められている。

 こども家庭庁が発足し、社会全体の意識を変え、子どもや子育てにまつわる課題

解決や環境整備の取組を加速する必要がある。

D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2023 年度 KPI

活躍支援体制
構築

重層的支援体制整備
地域共生社会実現に向けた支援体
制の整備

令和５年度⼦ども・若者総合
相談サポートセンター
相談件数2,000 件

子育て環境整備

保育定員拡充
保育園新設や私⽴幼稚園の認定こ
ども園化で保育定員拡充

令和６年度定員 46人増加

放課後児童の居場所拡充
育成センター増設や児童クラブ支
援で留守家庭児童の居場所拡充

児童クラブ１施設整備完了

屋内遊戯施設整備
子どもが天気や季節に左右されず
安全に遊べる遊具や広場の整備

南公園再整備事業事業者公募
及び選定

子育て課題解決
子育て世帯が抱える課題の把握・
解決

子育て課題の抽出件数5件

若年・⼦育て世帯への移住⽀援
新婚世帯に対する「住居費」の補助

補助⾦交付件数４件

多様な活躍の
基礎充実

新しい時代の教育環境整備
今後の多様な学びに対応できる
30人学級推進等の教育環境整備

全小学校で
1年⽣の 32 人学級導入

ダイバーシティ教育推進
子どもの特性・多様性を認め、伸ば
していく教育の推進

全中学校で
校内フリースクール実施

スマートウエルネスシティ推進
健康づくりとまちづくりを融合し
て⾏う事業の推進

ウォーキングアプリ アクティ
ブユーザー数4,200 人

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

社会増減
（住⺠基本台帳）

過去 10年平均
317人転入超過

今後５年平均
330人転入超過

住みやすいまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 6.1

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.3

合計特殊出⽣率 過去５年平均
1.65

今後５年平均
1.67

子育てしやすいまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.5

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.0
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（４）基本目標③ 未来のしごとづくり

A) 基本的方向

各産業の事業者の活動や進出を促進し、未来をけん引する産業の育成・誘致を進

め、市⺠が多様に活躍できる就労環境の構築を図っていく。

B) 基本的方向を構成する要素

 商業と観光が成⻑産業となる地域経済づくり

新技術の普及により⽣活利便性が著しく向上した社会にあっても、まちを楽しむ⼈が集う

将来を⾒据え、観光と商業機能が連動した観光産業都市にふさわしい誘客資源が充実したま

ちを目指す。

 ものづくりが柱でありつづける地域経済づくり

産業の変⾰期や、労働⼒の不⾜が⾒込まれる社会にあっても、国内屈指の製造業拠点の⼀

角を担うものづくり産業が科学や新技術と連携して地域経済の柱であり続けるまち、企業⽴

地を促進するまちを目指す。

C) 基本的⽅向に対する現状認識

 工業団地の造成や産業誘導地区(⼟地利⽤基本計画)の指定がなされている。

 投資効果により中⼼部への⼈通りが回復しつつある。

 大河ドラマの放送や大河ドラマ館の開設により広域集客が⾒込まれる。

 愛知県は内閣府からスタートアップ・エコシステム拠点に認定されている。

 ⾃動⾞産業が歴史的な転換期を迎えている。

多様な
担い手の活躍

産業拠点性の
強化
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2023 年度 KPI

ものづくり
産業の集積

阿知和地区工業団地造成
阿知和地区にて新規工業団地を造
成

工業団地造成着手

産業⽴地誘導地区開発推進
工業団地造成事業で対応できない
⽴地希望企業誘致・市内企業留置

産業⽴地誘導地区内
新規⼯場⽴地件数１件

商業・観光
コンテンツの

集積

スポーツツーリズム推進
国際大会等を誘致・開催し、誘客と
裾野を拡大

誘客スポーツイベント開催件数
５件

観光おもてなし推進
観光客受け入れ環境の整備や観光
おもてなし人材養成の推進

モニターツアー実施件数１件

「どうする家康」活用推進
大河ドラマ関連誘客効果の最大化
とリスク最小化

大河ドラマ館来館者数
合計700,000 人
（令和５年度︓590,000 人）

産業人材・技術
の
集積

共創イノベーション推進
スタートアップ・エコシステムの
構築を推進

提案を受ける共創アイディア
件数５件

創業・多様な働き方支援
康⽣地区内における未利⽤不動産
の活用

康生地区における新規出店件数
12件

社会人の学び直し環境整備
市の特性を活かした新しい時代の
働き方を推進

UIJ ターン移住者１世帯

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

製造品出荷額等
（経済センサス）

2019 年
2兆 5,572 億円 今後５年間で５％増加

小売業商品販売額
（経済センサス）

2016 年
4,212 億円 今後５年間で５％増加

商工業が盛んなまち
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.1

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 5.8
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（５）基本目標④ 未来のパートナーシップづくり

A) 基本的方向

先進技術の活⽤などで都市経営のスマート化を進めるとともに、幅広く⺠間事業

者とパートナーシップを確⽴・強化し、官⺠連携を誘発していくことで、市⺠・事業

者・⾏政の連携によるまちづくり体制の構築を図る。

B) 基本的方向を構成する要素

 スマートでスリムな⾏政運営の確⽴

全国的に先進性を有する公⺠連携、都市経営のスマート化、広域防災など共通

課題の解決に向けた取組をきっかけとして、周辺都市との連携体制構築を図り、

中枢中核都市として周辺都市を含めた地域全体の支えとなるまちを目指します。

C) 基本的⽅向に対する現状認識

 様々なまちづくりのプラットフォームが構築されつつある。

 スマートシティなど、公⺠連携による先進技術活用の取組に着手している。

 ⾏政⼿続スマート化や防災対策などにおいて、他自治体との連携により取組効

果の最大化を図る必要がある。

 社会全体のデジタル化が進む中、公⺠連携や国の支援を活用して地域社会のデ

ジタル化・スマート化を加速する必要がある。

都市経営の
スマート化

地域課題解決のための
コーディネート⼒強化

事
業
者

市
民

行
政
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D) 主な事業

取組の柱 主な事業 2023 年度 KPI

⺠間事業者連携
体制構築

公⺠連携課題整理・創出
社会課題解決のための公⺠連携プ
ラットフォーム運営

SDGs 公⺠連携プラットフォー
ムの参加者数10者

市⺠意⾒集約体
制構築

市⺠意⾒交換⼿法構築
市⺠と意⾒交換をする⼿法の構築

将来人口推計の実施

他自治体連携推
進

デジタル地域社会推進
デジタル化・スマート化推進を通
じた他自治体との連携推進

スマート自治体の国モデル事業
採択件数３件

広域防災推進
災害予測シミュレーション結果共
有等で周辺自治体との連携推進

災害時シミュレーション結果の
活用

E) 成果指標

指標 現在値 目標値

プラットフォーム活用
で解決した課題数 ― 年平均３件

市政総合満⾜度
（市⺠意識調査）

2020 年スコア
11段階平均肯定度 5.5

５年後到達スコア
11段階平均肯定度 6.0
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３．総合戦略の推進について

市総合戦略は、本市だけでなく、国・県及び関係機関や専⾨家などと協⼒や連携をもと

に、より効果的な施策や取り組みを実施することが重要である。 市総合戦略の推進にあ

たっては、次の 3点を留意して⾏うものとする。

（１）関係機関との連携

市総合戦略の施策は、経済・雇⽤、⼦育て⽀援、まちづくりなど多岐にわたる

課題に一体として取り組み、本市が地域の活性化の核となるよう、本市だけでなく

地域と協⼒・連携して取り組む必要がある。 総合戦略の推進においては、県や周

辺⾃治体のみならず、市内外の教育機関、⾦融機関、労働団体、報道機関、NPO、

学識経験者などの主体と市⼈⼝ビジョンや市総合戦略で整理した課題、⼈⼝の将来

展 望、取組の方向性を共有し、一体となって施策や取組を実施するものとする。

（２）国・県の制度・支援策の積極活用

国は、各地方公共団体における自主的・主体的な地方創生の充実・強化を図るた

め、引き続き、情報⽀援・⼈材⽀援・財政⽀援の⾯から強⼒に⽀援していくとされ

ている。具体的には、地域経済分析システム（RESAS）等の「情報支援」、地方創

⽣⼈材⽀援制度や地⽅創⽣コンシェルジュ、地⽅創⽣カレッジの「⼈材⽀援」、地

⽅創⽣関係交付⾦やまち・ひと・しごと創⽣事業費、地⽅創⽣応援税制（企業版ふ

るさと納税）、地方拠点強化税制等の「財政支援」などがある。

（３）総合戦略の進⾏管理

市総合戦略の推進にあたっては、総合計画の進⾏管理と連動して、定量的指標

による各施策の効果検証を⾏う。効果の検証や戦略を構成する事業の選定にあた

っては、国が推奨する以下５つの視点をもって⾏う。

① ⾃⽴性

地⽅公共団体・⺠間事業者・個⼈等の⾃⽴につながるような施策に取り組む。

② 将来性

施策が⼀過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積

極的に取り組む。

③ 地域性
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地域の強みや魅⼒を活かし、その地域の実態に合った施策を、⾃主的かつ主

体的に取り組む。

④ 総合性

施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との

連携を進めるなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時

間の中で最大限の成果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。

⑤ 結果重視

施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的デー

タに基づく現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設

定した上で施策に取り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、

必要な改善を⾏う。
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